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「中央政策と地域行政（地域市民）との懸け橋」 

起承転結からＰ２Ｍへの歩み 

 
        （一社）関西産業活性協議会 谷口邦彦 

 

１．学会活動事始め 

 私が学会活動を始めたのは、1990 年，

住友電工・研究開発本部・開発企画部

長に就いた時、「技術経営」を身に着け

たく，研究・技術計画学会（現：研究・

イノベーション学会）に入会した時で

ある。 

尤も、長年の上司が同学会の幹部で

あり、自身も電工の技術誌編集責任者

の体験からアカデミアへの淡い関心

を持っていたことも底辺にあったと

思われる。 

 環境が大きく変わったのは，1993 年

4 月に，当時の通産省・科学技術庁共

管である（財）大阪科学技術センター

（以降，OSTEC と略す）理事に転じた

時である。 

 電工時代には半年間単位の目標管

理を行っていた慣習の延長として，学

会で毎年２報の学会報告をすること

を決心し，翌1994年，第９回年次学術

大会で発表 [１ ]を行った。 

 発表内容は，電工時代最後の３年間

は，「事業の多角化」「開発人材の育

成」などに関する講演の依頼が多く，

その一つに毎年，長岡技術科学大学に

出かけるプログラムがあり，同大学の

地域振興事業と共著者の関西文化学

術研究都市開発事業の共通性と異質

性の比較研究を課題に選んだもので

あり，1997年には国際会議でも発表し

た [２ ]。 

 これ以降， OSTECに在籍中の学会発

表は全て関係者との連名発表とした。 

 以降，OSTEC内の事業・活動を報告書

にまとめると同時に，学会発表を通じ

て外部への情報発信を行っていくの

であるが，その基盤となった二つの事

案について記述する。 

 

２．前段階で有意義であった取り組み  

 OSTEC 理事に着任する前に次のよ

うな取り組みをする機会があり，以降

の活動への下地になったと考えてい

る。 

 ・産業技術と歴史を語る懇談会・（公

財）地球環境産業技術研究機構(RITE) 

（１）産業技術と歴史を語る懇談会

（1991 年 12 月～1992 年 5 月） 

 ５回の懇談会が開催され蒼々たる

経営者との交流，まとめとして，(通

商産業省編 1992)[３ ]ならびに（（社）

研究産業協会 1993） [４ ]の発行で活動

は幕を閉じたが，この間に学んだ中で

大きく２点を記述する。 

・①  それまでは大企業との往来が

主であったが，地域には小粒でも

キラッと光る中堅企業があり，地

域の大学との交流も多く持って

いる。 

・② 日本の産業技術が「零戦」など

軍民転換の恩恵を受けており
[５ ][６ ]，50 年近くを経て枯渇が

始まっていたのではないか  

（２）（公財）地球環境産業技術研究機

構（1990 年７月～1993 年３月） 

 機構発足とともに「化学的 CO２固定

化技術開発」プロジェクトの業務委員
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長に就任，次の貴重な体験をする機会

を得た。 

①  海外企業を含む 10 社による研究

協定における「国際仲裁裁判

所」規程 

②  出向研究者の寄与度に基づく知

的財産権の持ち分制度で出願促

進 

本部は都内に，①基盤研究：大阪工

業技術研究所（大阪・池田），②透過膜

製造技術研究：化学技術研究所（筑波），

③実証装置：企業（大阪市内）と分散

していた研究陣を関西文化学術研究

都市に集結することで任期満了。 

 これらのプロジェクト以外にも，非

鉄分野，超電導技術，光技術など通商

産業省との接点や医療プロジェクト

に従事していたことから厚生省（公財）

医療機器センターの設立（1985 年）な

ど霞が関との接点は多くなっていた。 

 

３．”Kohsetsushi”を研究課題に 

 OSTEC へ着任の翌年，地域技術政策

における中心課題の一つは公設試験

研究機関では無いかと思い始めてい

た頃，近畿通産局から「日本の公設試

に 相 当 す る ア メ リ カ MEP の 訪 問 団

（ 1994 Modernization Forum Study 

Mission to Japan）のレセプション」

への出席要請を受けた。 

 この訪問団のことは，アメリカ商務

省 記 録 (April/1995) に よ れ ば

1994.10.23-11.3 に日本訪問，ファナ

ックなど４企業と中小１２企業の他，

京都リサーチパーク，大阪府立産業技

術研究所（”Kohsetsushi”）などを訪

問との記事がある。 

団長の Georgia Institute of 

Technology のPhilip Shapira教授に

よれば MEP*1は，1988年にクリント

ン・ゴア政権によって日本の製造業

の追い上げに対応する政策として

NIST*2の下部組織として，設置され

た由。 

そのモデルになったのは日本の公設

試であり，関係者間では”

Kohsetsushi”という術語が一般化し

ているとのことであった。 

*1：Manufacturing Extension 

Partnership 

 *2：National Institute of 

Standards and Technology 

続いて，当時の科学技術庁・科学

技術政策研究所（現・文部科学省：

科学技術・学術政策研究所）からMEP

研修団の受け入れのお世話の要請が

あり，近畿一円の工業系公設試と連

携して，報告会は同研究所（東京）

で実施した。 

 当時，近畿地域の公設試によるMEP

への調査団報告によると，「研究機

能が無く，日本の公設試とは全く異

質な機関」との評価。一方， 

P.Shapira によると「日本の”

Kohsetsushi”の予算は合計1,000億

円，MEPの予算は300億円」とのWEB上

の主張。 

 1997年，先に記述のPICMET’97の

途上，カリフォルニアのＭＥＰセン

ターの一つを訪問。事務所に机が数

個あるのみ，「研究活動は？」と尋

ねると「研究は地域の大学に聴けば

良い。ここのＭＥＰで小規模の研究

をしても現場課題の解決には役立た

ない。」との回答。 

 先のP.Shapira氏のいう300憶円

は，日本の公設試の相談事業に対応

する予算で，当時の日本約180機関で
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合計100億円に相当する活動で，この

限りにおいては，日本の活動が小規

模といえよう。 

 自身は，その後，次項の事業など

の機会に，当時，約180ヶ所の内，約

半数は 

訪問する機会を得ている。 

  公設試についても，一連の学会発

表 [７ ][８ ]を行うとともに，学会誌編集

委員として特集号 [９ ]の編集を担当し

た。 

 

４. OSTEC における技術・情報振興

活動・調査活動と学会活動 

OSTEC における業務は大きく振興

活動と調査活動に分けられる。 

４．１ 技術・情報振興活動 

 この活動には，次の事業があっ

た。 

  ・光量子科学推進会議 ・ヘル

スケア産業フォーラム 

  ・ＡＴＡＣ（Advanced 

Technologist Activation Center） 

（１）光量子科学推進会議  

この時期から，科学・技術分野で

色々な政策が推進される時期を迎え

る。 

 着任早々，前年７月に同会議が提出

した「大型放射光施設（Spring-8）計

画の早期完成について」建議（第一次）

の第二次の提出であった。この促進の

ため関西経済連合会にて関係団体と

の共催による事務次官の講演会を開

催した。 

そして，これを皮切りに，地域の研

究者の活用促進のため，「夢の光」放

射光講演会を地域の機関との共催で

行い，第一回（平成６[1994]年・姫路）

以降，1995.9.東京，1995.10.秋田，

1996.6 苫小牧，1996.10 名古屋・岡

崎，第６回 1997.2 浜松で開催した。 

この間の調査研究も学会発表を行

い，「光量子科学技術推進会議編」[10]

の出版企画し，この活動の節付けとし

た。 

（２）ヘルスケア産業フォーラム  

着任後，講演会と見学会を主活動

とし，退任の平成１３(2001)年３月

に節目の記録として「ヘルスケア産

業フォーラム１０年の歩み」（２０

頁）を記して，定例研究会・見学会

でお世話になった方々にお届けし

た。 

この間に，東京，甲府，鴨川，伊豆，

金沢，名古屋，福岡，尾道，神戸，加

古川，佐世保などを訪問する機会を得，

向後の地域技術研究の糧を得ること

ができた。 

（３）ＡＴＡＣ（Advanced 

Technologist Activation Center） 

 この活動は，OSTEC に加入する中小

企業の技術経営者・中堅技術者が，中

小企業の技術課題に対するコンサル

ティングを行う活動体である。 

 OSTEC 理事就任後，運営委員として

参画。この間の大きな支援としては，

ATAC のロゴマークの取得である。 

運営委員会の要

請を受け，知財問

題では常に相談す

る大阪大学同期で弁護士・弁理士の資

格を有するＹ氏に相談の結果，トレー

ドマークに詳しい弁理士の紹介を受

けて，運営委員の想いと申請・審査を

数回繰り返して，上図に示すロゴマー

クを取得した。                     

 洗剤の“アタック”や類似の企業も

あり，決め手は，①Ａの部分に頭の図
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を入れ，②アタックの文字を入れたこ

とであり，トレードマーク分野におけ

る知財獲得の妙味を体験した次第で

ある。 

４．２ 調査活動 

 この時期，向後の日本の科学技術，

産学連携に関わる制度整備や関連す

る大阪府などの調査事業が相次いで

行われた。 

 ・1995 年度：科学技術基本法制定 

（関西における広報と基本計画へ  

の要望書） 

• 1996年度：第１期科学技術基本 

計画、以降、5年毎2019年度第６

期要望書 

• 1997年度：大学等技術移転法 

（ＴＬＯ法） [1998年度制定] 

関西から，大阪大学，京都リサ 

ーチパーク，立命館大学，私が 

ＴＬＯ設立に関わる検討会員とし

て参加， 

また，阪神・淡路大震災もあり，調査

活動や関連する学会発表も相次いだ。 

 

５．産学官連携コーディネーター  

 2001年３月末に住友電工退職とと

もにOSTEC理事をも退任，次の準備を

と考えていた矢先，文部科学省が首

記の制度を制定，以降，次の立場で

2016年まで首記の業務に就くことと

なる。 

2001 文部科学省産学官連携コーデ

ィネーター：大阪大学での勤務。 

（～2003） 

2003  同上 ：広域・全国地域担当。

（～2006） 

2006  同上 ：広域・西日本担当 

（～2010） 

2010  農林水産省・産学連携支援事

業・コーディネーター 

（～2016）（兼務） 

 この間も，次の客員教授や委員の職

にもあり，学会発表は毎年２件以上

を継続していた。 

2002  羽衣国際大学・客員教授・産

業社会学部（産業政策論，技術

開発論）（～2010） 

2002  （国）産業技術総合研究所・

研究評価システム検討委員会委

員（～2005） 

2004  大阪産業大学・客員教授・工

学研究科・アントレプレナー専

攻（知的財産論）（～2010）    

2010 （国）産業技術総合研究所・地

域活性化評価委員（全国地域担当） 

（～2015）（この間にも，つく

ばを始め全地区で会議開催，参加） 

 

６．Ｐ２Ｍとの出合いと取り組み： 

 前項でも記述ように，産学官連携・

産学官連携コーディネーターの制度，

事例紹介など初期の活動に関わる学

会発表は義務教育でも身に着ける起

承転結型で取り組んでいたが，具体的

な成果が求められる連携への取り組

みに関わる学会発表では物足りなさ

を感じていた矢先，国際Ｐ２Ｍ学会が

創設され，参加を浅田孝幸先生から勧

められ，早速，入会。 

 PM委員会（2001）のガイドブック [１

６ ]を読み，学会へ参加し，いくつかの

発表も試みる中，小原重信先生の著書
[１ 7] と出合い，引用事例が予てより着

眼していたセーレンであることでも

あり，親しみが湧いて来る思いでした。 

 しかし，まだ，自身の学会発表分は

「起承転結」の域を得ず，研究・イノ

ベーション学会の発表とあまり変わ
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らない状態が続いていた。 

 

７．Ｐ２Ｍ・Ver.２（2009） 

この年は，山本秀男先生から「P2M 

Ver.2」 [18]の発表があり，P2Mが少し

身近な存在になったような感じが得

られた大会となりました。 

併せて，自身の発表も査読の対象

としていただき，論文誌 [19]への掲載

もいただき，併せて，山本秀男先生

の取材を受け，収載された論文誌 [20] 

を拝読する中で，これまで過ごして

きた企業や団体とは異なる業務環境

にいること，学会報告も，研究・技

術計画学会と国際Ｐ２Ｍ学会との差

異に留意する必要を感じた年であり

ました。 

 

８．終章 

 しかし，その違いが何であるか？ 

大阪大学大学院・博士後期課程でも

迷いが生じ，小原重信先生を訪問

し，Moris,Peter W.G & Jeffery 

K.Pint (2004) [21]の紹介を受けまし

た。 

この探索する中で，ある種の課題

では「課題の明確化」のフェーズが

重要であるとの文献に出合い，山本

秀男先生のご示唆と重ね合わせＰ２

Ｍ・Ver.２の３フェーズの前に「課

題の明確化」を配した４フェーズの

モデルを考案して，論文を完成させ

た次第であります。国際Ｐ２Ｍ学会

には一連の論文を提出させていただ

き，本稿では最後の論文 [22]を引用さ

せていただきました。 

今後も，課題や局面により，起承

転結とＰ２Ｍを使い分け，中央政策

と地域行政（人材）との懸け橋を務

めていきたいと考えている。 
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